
第1回 郵便切手デザインコンクール

郵政大臣賞受賞作品

「COMMUNICATION」

AngelikaWinkhaus(ド イツ連 邦 共 和 国)

寸評

世界の5大 陸を5色 で表 し、世界の コミュニケーシ ョンの交流 を抽

象的 に表現 した作品 です。



「緑 の世界 」

吉川慶樹(熊 本県熊本市)

寸評

現代 に即応 したテーマであ る自然環境保護 を取 り上 げ、 アザ ミの花

と蝶 を描 き、清楚で美 しいデザ イ ンに仕上 げた作品 です。

参考

郵便切 手デザイ ンコンクールは、郵便切 手のデザ イ ンを国内は もと

よ り海外か ら も広 く募集 して、世界 中の郵便 利用者 ・デザ イナー ・切

手愛好家が注 目す る優秀 なデザ イ ンの郵便切 手 を発行す るとともに、

この催 しを通 じて郵便切 手に対す る各方面の関心 を一層高 め、手紙 文

化の振興 に資す るため実施 した もの です。

今回 の郵便切 手デザ インコンクール には、海外89か 国か ら約11,000

点、 国内か ら約21,000点 の合計約32,000点 にのぼ る応募 があ りま した。



平成2年 版通信 白書の発表に当たって

今 日、我 が国は、 国際的地位 にふ さわ しい責任 を果た し、国際社会 の

調和あ る発展 に貢献 してい くこ とが求め られています。

一方、情報通信 は、世界 の人々がお互 いに理解 し合 うための重要 な コ

ミュニケー シ ョン手段 であ り、世 界的な情報通信基盤の整備が不可決 な

もの とな ってい ます。

この よ うな状況 を踏 まえ、今 回の通信 白書 にお きましては、「国際交流

の進展 と情報 通信」 をテーマに取 り上げてお ります。

我が国に とって、諸外 国 との相互理解 と信頼関係に基づ く国際交流 を

進展 させてい くことが基本的 な課題 であ ります。取 り分け、国際交流の

進展 を支 える、基盤 としての情報通信の役割 はます ます重 くなってきて

お ります。 白書では、国際 間の情報交流の活発化 とそのための世 界的 な

情報通信基盤の発展 に向けて積極 的に取 り組 む必要 があることを記述 い

た してお ります。

郵政省 といた しましては、今後 とも、情報化の進展 に向けて積極的に

取 り組ん でまい る所存ではあ りますが、 それには、何 よ りも国民の皆様

のご理解 とご協力がなければ ならないこ とは言 うまで もあ りませ ん。

この 白書が、我が国の通信及び精 報化の現状並びに情報通信政策に対

す る国民の皆様の ご理解 を深め る上で、一助 となれば誠に幸いに存 じま

す。

平成2年6月

郵政大臣 深 谷 隆 司
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凡 例

この 白書においては、以下の略号等 を使用 している。

NTT:日 本電信電話株式会社

KDD:国 際電信電話株式会社

NHK:日 本放 送協会

民放連:社 団法人 日本民間放送連盟

CATV:有 線 テレビジ ョン放送

ISDN:サ ー ビス総 合デ ジタル網

パ シコン:パ ー ソナ ル ・コンピュー タ

ワープ ロ:ワ ー ドプ ロセ ッサ

CD:コ ンパ ク トデ ィス ク

民活法:民 間事業者 の能力の活用 による特定施設 の整備 の促進に関す る

臨時措置 法




